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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第３四半期
連結累計期間

第47期
第３四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年12月31日

自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高及び営業収入
(百万円)

178,668 192,631 239,497

（第３四半期連結会計期間） (63,312) (70,463)  

営業利益 (百万円) 38,532 39,440 45,181

税引前四半期利益又は税引前利益 (百万円) 38,133 39,186 44,709

親会社の所有者に帰属する四半期(当

期)利益 (百万円)
26,034 27,215 30,507

（第３四半期連結会計期間） (8,854) (10,019)  

親会社の所有者に帰属する四半期(当

期)包括利益
(百万円) 26,805 28,129 28,960

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 251,630 268,588 253,782

資産合計 (百万円) 352,108 363,308 363,108

基本的１株当たり四半期(当期)利益
(円)

192.50 201.25 225.59

（第３四半期連結会計期間） (65.47) (74.09)  

希薄化後１株当たり四半期(当期)利益 (円) 189.60 198.17 222.21

親会社所有者帰属持分比率 (％) 71.5 73.9 69.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 38,616 29,217 53,980

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △14,423 △14,032 △18,484

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △15,997 △20,879 △14,798

現金及び現金同等物の四半期末(期末)

残高
(百万円) 143,633 149,451 154,485

（注）１．当社は、国際会計基準(以下、IFRS)に準拠して連結財務諸表を作成しております。

２．売上高及び営業収入には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第２四半期連結会計期間より、従来「健康サービス事業」としていた報告セグメントの名称を「スポーツ事

業」へ変更しております。当該変更は、名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用環境の改善が続く中で、個人消費は緩やか

な回復基調で推移いたしました。一方で、世界経済は、米中の通商摩擦や中東情勢の不安定化並びに英国のEU離脱

問題の混迷等、世界的な経済の減退が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間における経営成績は、デジタルエンタテイン

メント事業におけるサッカー及び野球コンテンツの各シリーズタイトルが堅調に推移したことから、前年同期に主

力タイトルの販売が好調であったアミューズメント事業の反動があったものの、売上高・営業利益ともに前年同期

を上回る実績となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,926億３千１百万円（前年同期比7.8％増）、営業利益は394

億４千万円（前年同期比2.4％増）、税引前四半期利益は391億８千６百万円（前年同期比2.8％増）、親会社の所有

者に帰属する四半期利益は272億１千５百万円（前年同期比4.5％増）となりました。

　なお、第２四半期連結会計期間より、従来「健康サービス事業」としていた報告セグメントの名称を「スポーツ

事業」へ変更しております。当該変更は、名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。

② 事業別セグメントの業績

(デジタルエンタテインメント事業)

　エンタテインメント市場におきましては、モバイル端末や家庭用ゲーム機器等の各種デバイスは高性能化を続

け、通信インフラ環境の発達に伴い、ゲームコンテンツの多様化が進んでおります。また、時代の変化に伴い、個

人消費において「豊かな経験や体験による日々の充実」への志向が高まっております。ゲーム業界ではゲームをス

ポーツ競技として捉えるeスポーツが注目されるなど、コンテンツの新しい楽しみ方を提供するための取り組みが

加速しております。

　このような状況のもと、当事業のモバイルゲームでは、グローバル市場において、大型アップデートを行った

「ウイニングイレブン 2019」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2019」）がご好評いただいているほか、「遊戯王

デュエルリンクス」においては、第２四半期のアップデート以降、多くのお客様に楽しんでいただいております。

国内市場では、配信開始から３周年を迎えた「プロ野球スピリッツA（エース）」の売上が伸長いたしました。ま

た「実況パワフルプロ野球」、「実況パワフルサッカー」も配信開始からそれぞれ４周年、２周年を迎え、各種施

策により好調に推移いたしました。

　カードゲームでは、2019年２月で発売から20周年を迎える『遊戯王オフィシャルカードゲーム』の記念プロジェ

クトとして、20周年にふさわしい商品展開などの施策により、節目に向けてさらなる活性化を図ってまいります。

　家庭用ゲームでは、「ウイニングイレブン 2019」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2019」）のオンラインモー

ド「myClub」が、発売直後から好調な推移を続けております。eスポーツの取り組みとしては、「ウイニングイレ

ブン 2019」（海外名「PRO EVOLUTION SOCCER 2019」）のeスポーツ世界選手権「PES LEAGUE WORLD TOUR 2019」

のオンライン予選を開始し、欧州と南米では最初のシーズンの地域決勝が開催されました。野球コンテンツでは、

一般社団法人日本野球機構（NPB）と共同で、「実況パワフルプロ野球2018」を競技タイトルに使用したプロ野球e

スポーツリーグ「eBASEBALL パワプロ・プロリーグ」のeペナントレース、eリーグ代表決定戦を開催いたしまし

た。選手と会場が一体となって盛り上がる熱戦の様子が、ライブ配信により多くの視聴者にも届けられました。ま

た、第73回国民体育大会「福井しあわせ元気国体」の文化プログラムにて、「実況パワフルプロ野球」シリーズを

使用したeスポーツ大会が開催されました。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は1,058億６百万円（前年同期比18.0％増）と

なり、セグメント利益は322億８千６百万円（前年同期比8.5％増）となりました。

(アミューズメント事業)

　アミューズメント市場におきましては、業界全体の様々な取り組みにより、家族連れによるショッピングセン

ター内のゲームコーナーの利用やシニア世代によるメダルゲームの利用など、幅広いユーザー層が受け入れられる

場所としてアミューズメント施設の認知が進み、上昇基調にあると見ております。また、近年のeスポーツの普

及・発展に伴い、国内のみならず世界各地で多くの大会が開催されるなど、遊び方の幅も広がっております。
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　このような状況のもと、当事業のビデオゲームでは、オンライン対戦麻雀ゲーム「麻雀格闘倶楽部」シリーズの

最新作「麻雀格闘倶楽部 GRAND MASTER」や、家庭用ゲームでご好評をいただいている「ボンバーマン」のゲーム

性をベースに、チームバトルの要素を加えたオンライン型陣取り合戦が楽しい「ボンバーガール」が好調な稼働で

推移しているほか、本格プロ野球カードゲーム「BASEBALL COLLECTION」が順次稼働しております。メダルゲーム

では、「ボンバーマン」をテーマに、最大８人同時プレーが可能な「ボンバーマン・ザ・メダル」が稼働を開始い

たしました。また、抽選型メダルゲーム「カラコロッタ」シリーズの最新作「カラコロッタ 太陽とひみつの島」

やビデオシングルメダルマシン「FEATURE PREMIUM」シリーズの最新ゲーム「OLYMPOS GATE」、「TwinkleDrop

DINNER」も稼働を開始いたしました。「戦国コレクション」シリーズでは、最新作「戦コレ![泰平女君]徳川家

康」を販売いたしました。

　なお、当第３四半期連結累計期間におきましては、好評を博した「GI優駿倶楽部」の前年同期におけるリピート

販売の反動減の影響が生じております。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は181億７千９百万円（前年同期比8.2％減）と

なり、セグメント利益は51億８千６百万円（前年同期比20.3％減）となりました。

(ゲーミング＆システム事業)

　ゲーミングビジネスでは、世界各地で新規カジノ施設やカジノを含むIR（統合型リゾート）施設の開業や開発が

進み、また、オンラインゲーミング市場も成長を続ける中で、スキル要素（プレーヤーの技術次第で勝利機会が増

す）を搭載したスロットマシンの導入やeスポーツトーナメントなど、若者をターゲットにゲーミングビジネスの

活性化に向けた取り組みが進んでおります。

　このような状況のもと、当事業のスロットマシンでは、「Concerto CrescentTM（コンチェルト クレセント）」

や「Concerto StackTM（コンチェルト スタック）」をはじめとした「ConcertoTM」シリーズにおいて、65インチ

の4KウルトラHDディスプレイが特徴の最新筐体「Concerto OpusTM（コンチェルト オーパス）」を市場に投入いた

しました。また、当社グループのアミューズメントマシンで培った経験や技術を活用したフィールド付競馬マルチ

ステーション機「Fortune CupTM（フォーチュン カップ）」の設置が進み、新たなエンタテインメントの提供によ

る市場の活性化を推進いたしました。パーティシペーションでは、「ConcertoTM」シリーズを主力商品に、プレミ

アム商品となるリンクドプログレッシブの「Smash Smash FestivalTM（スマッシュスマッシュフェスティバル）」

や、追加ベットでクレジットボーナス、ホイールボーナス、または、ジャックポット抽選への当選確率が高まる新

しいゲームルール「Strike Zone（ストライクゾーン）」向けのゲームタイトルなど、ゲームラインアップの拡充

に努めました。カジノマネジメントシステム「SYNKROSⓇ」では、海外を就航する大型クルーズ船内のカジノ施設

への導入が引き続き順調に推移いたしました。

　以上の結果、当事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は219億４千６百万円（前年同期比6.2％増）と

なり、セグメント利益は30億５千１百万円（前年同期比14.6％増）となりました。

(スポーツ事業)

　スポーツ市場におきましては、政府が第２期「スポーツ基本計画」を策定し、「一億総スポーツ社会」の実現に

向け、スポーツ参画人口を拡大するための取り組みが行われており、社会全体のスポーツに対する関心が高まって

おります。また、世界最大のスポーツイベントの開催を契機にスポーツ市場のさらなる活性化と成長が期待されて

おります。

　このような状況のもと、フィットネスでは、“自分史上最高の後ろ姿”がコンセプトの自社開発プログラム

「BeautyHip」の展開や、新しく利用を開始されるお客様向けにトレーニングのサポート、カウンセリング、効果

測定を通して、お客様への最適な利用方法を提案することにより、長く続けることの大切さを訴求するプランとし

て「スタート応援会員」を新設いたしました。併せて、昨年リニューアルオープンをした「コナミスポーツクラブ

栄」をはじめ、施設リニューアルによる施設環境の整備やトレーニングプログラムの展開を引き続き推進し、快適

なフィットネスライフを提供するためのサービス向上に取り組みました。スクールでは、「卓球スクール」を新た

に15施設で開講したほか、「コナミスポーツクラブ 府中」でのスイミングスクールの新規開講や、世界陸上メダ

リストの為末大氏がプロデュースするランニングメソッドを取り入れた「走り方を学ぼう！かけっこ教室」を開催

するなど、スクールの更なる充実に向けた展開を進めてまいりました。

　スポーツ関連商品では、コナミスポーツクラブブランドで展開する「コナミスポーツクラブ オリジナル」商品

のほか、「コナミスポーツクラブ セレクション」として展開するコナミスポーツクラブ選りすぐりのブランド商

品のラインアップを拡充させるとともに、オンラインショップのデザインを刷新し、使いやすさ、サービスの向上

に努めました。

　なお、当第３四半期連結累計期間におきましては、旧施設の退店による影響のほか、度重なる自然災害の影響、

フィットネスマシンリニューアルを含む既存施設の環境整備や新規スクール展開のための先行投資などにより売上

高・セグメント利益は減少いたしました。
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　以上の結果、当事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は479億１千２百万円（前年同期比3.6％減）と

なり、セグメント利益は25億４千３百万円（前年同期比15.8％減）となりました。

③ 財政状態

(資産)

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して２億円増加し、3,633億８百万

円となりました。これは主として、現金及び現金同等物が減少した一方で、営業債権及びその他の債権や棚卸資産

が増加したこと等によるものであります。

(負債)

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して146億１千３百万円減少し、939

億５千６百万円となりました。これは主として、社債及び借入金や未払法人所得税が減少したこと等によるもので

あります。

(資本)

　当第３四半期連結会計期間末における資本合計は、前連結会計年度末に比較して148億１千３百万円増加し、

2,693億５千２百万円となりました。これは主として、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上により利益剰

余金が増加したこと等によるものであります。

　なお、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末に比較して4.0ポイント増加し、73.9％となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比較

して50億３千４百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末には1,494億５千１百万円となりました。

　また、当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結累計期間において営業活動により獲得した資金は、292億１千７百万円（前年同期比24.3％

減）となりました。これは主として、法人所得税の支払額が増加したこと等によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、140億３千２百万円（前年同期比2.7％減）

となりました。これは主として、設備投資等の資本的支出が増加した一方で、定期預金が減少したこと等によるも

のであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第３四半期連結累計期間において財務活動により使用した資金は、208億７千９百万円（前年同期比30.5％

増）となりました。これは主として、配当金の支払額が増加したこと等によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の開発・制作費総額は、222億４千１百万円であります。なお、

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 450,000,000

計 450,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 143,500,000 143,500,000

東京証券取引所

（市場第一部）

ロンドン証券取引所

単元株式数

100株

計 143,500,000 143,500,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 143,500 － 47,398 － 36,893

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 8,266,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 134,884,300 1,348,789 －

単元未満株式 普通株式 349,000 － －

発行済株式総数 143,500,000 － －

総株主の議決権 － 1,348,789 －

（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,400株含まれております

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権54個は含まれておりません。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式が18株含まれております。

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コナミホールディング

ス株式会社
東京都港区赤坂９－７－２ 8,266,700 － 8,266,700 5.76

計 － 8,266,700 － 8,266,700 5.76

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務

報告」（以下、「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　なお、要約四半期連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  154,485 149,451

営業債権及びその他の債権  26,092 29,912

棚卸資産  6,840 8,845

未収法人所得税  714 285

その他の流動資産 10 7,541 7,590

流動資産合計  195,672 196,083

非流動資産    

有形固定資産  79,077 78,670

のれん及び無形資産  36,870 39,274

持分法で会計処理されている投資  3,034 2,991

その他の投資 10 1,313 1,222

その他の金融資産 10 22,578 22,240

繰延税金資産  21,951 20,516

その他の非流動資産  2,613 2,312

非流動資産合計  167,436 167,225

資産合計  363,108 363,308

負債及び資本
   

負債    

流動負債    

社債及び借入金 6,10 11,903 11,657

その他の金融負債 10 3,876 3,822

営業債務及びその他の債務  31,252 27,514

未払法人所得税  7,599 371

その他の流動負債 5 14,660 18,117

流動負債合計  69,290 61,481

非流動負債    

社債及び借入金 6,10 14,744 9,790

その他の金融負債 10 13,105 11,162

引当金  9,109 9,182

その他の非流動負債  2,321 2,341

非流動負債合計  39,279 32,475

負債合計  108,569 93,956

資本    

資本金  47,399 47,399

資本剰余金  74,426 74,426

自己株式  △21,321 △21,324

その他の資本の構成要素 7 610 1,524

利益剰余金  152,668 166,563

親会社の所有者に帰属する持分合計  253,782 268,588

非支配持分  757 764

資本合計  254,539 269,352

負債及び資本合計  363,108 363,308
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(2) 【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

売上高及び営業収入    

製品売上高  65,450 52,434

サービス及びその他の収入  113,218 140,197

売上高及び営業収入合計 4,9 178,668 192,631

売上原価    

製品売上原価  △30,258 △25,288

サービス及びその他の原価  △74,306 △88,516

売上原価合計  △104,564 △113,804

売上総利益  74,104 78,827

販売費及び一般管理費  △34,691 △38,538

その他の収益及びその他の費用  △881 △849

営業利益  38,532 39,440

金融収益  177 332

金融費用  △635 △622

持分法による投資利益  59 36

税引前四半期利益  38,133 39,186

法人所得税  △12,090 △11,964

四半期利益  26,043 27,222

四半期利益の帰属：    

親会社の所有者  26,034 27,215

非支配持分  9 7

 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期利益

（親会社の所有者に帰属）
   

基本的 11 192.50円 201.25円

希薄化後 11 189.60円 198.17円
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

売上高及び営業収入    

製品売上高  24,844 21,363

サービス及びその他の収入  38,468 49,100

売上高及び営業収入合計 4 63,312 70,463

売上原価    

製品売上原価  △12,660 △10,109

サービス及びその他の原価  △25,211 △31,267

売上原価合計  △37,871 △41,376

売上総利益  25,441 29,087

販売費及び一般管理費  △11,403 △13,871

その他の収益及びその他の費用  △457 △803

営業利益  13,581 14,413

金融収益  3 75

金融費用  △229 △261

持分法による投資利益又は損失(△)  △58 11

税引前四半期利益  13,297 14,238

法人所得税  △4,440 △4,213

四半期利益  8,857 10,025

四半期利益の帰属：    

親会社の所有者  8,854 10,019

非支配持分  3 6

 

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期利益

（親会社の所有者に帰属）
   

基本的 11 65.47円 74.09円

希薄化後 11 64.48円 72.95円
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

四半期利益  26,043 27,222

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 － △66

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 － △0

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 － △66

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  759 980

売却可能金融資産の公正価値の純変動  12 －

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 △0 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目合

計
 771 980

その他の包括利益合計  771 914

四半期包括利益  26,814 28,136

四半期包括利益の帰属：    

親会社の所有者  26,805 28,129

非支配持分  9 7
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【第３四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 
注記
番号

前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

四半期利益  8,857 10,025

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 － △52

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 － △0

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 － △52

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の換算差額  121 △1,200

売却可能金融資産の公正価値の純変動  20 －

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
 0 －

純損益に振り替えられる可能性のある項目合

計
 141 △1,200

その他の包括利益合計  141 △1,252

四半期包括利益  8,998 8,773

四半期包括利益の帰属：    

親会社の所有者  8,995 8,767

非支配持分  3 6
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計

2017年４月１日残高  47,399 74,426 △21,304 2,157 131,763 234,441 751 235,192

四半期利益      26,034 26,034 9 26,043

その他の包括利益     771  771  771

四半期包括利益合計  － － － 771 26,034 26,805 9 26,814

自己株式の取得    △15   △15  △15

自己株式の処分   0 1   1  1

配当金 8     △9,602 △9,602  △9,602

所有者との取引額合計  － 0 △14 － △9,602 △9,616 － △9,616

2017年12月31日残高  47,399 74,426 △21,318 2,928 148,195 251,630 760 252,390

 

 
注記
番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

利益
剰余金

合計

2018年４月１日残高  47,399 74,426 △21,321 610 152,668 253,782 757 254,539

四半期利益      27,215 27,215 7 27,222

その他の包括利益     914  914 △0 914

四半期包括利益合計  － － － 914 27,215 28,129 7 28,136

自己株式の取得    △3   △3  △3

自己株式の処分   0 0   0  0

配当金 8     △13,320 △13,320  △13,320

所有者との取引額合計  － 0 △3 － △13,320 △13,323 － △13,323

2018年12月31日残高  47,399 74,426 △21,324 1,524 166,563 268,588 764 269,352
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

四半期利益  26,043 27,222

減価償却費及び償却費  9,216 10,693

減損損失  758 384

受取利息及び受取配当金  △92 △209

支払利息  618 606

固定資産除売却損益(△)  40 413

持分法による投資損益(△)  △59 △36

法人所得税  12,090 11,964

営業債権及びその他の債権の純増(△)減  △1,200 △3,259

棚卸資産の純増(△)減  △370 △1,594

営業債務及びその他の債務の純増減(△)  △277 △1,741

前払費用の純増(△)減  △575 △878

前受収益の純増減(△)  2,873 －

契約負債の純増減(△)  － 4,417

その他  △1,335 △1,113

利息及び配当金の受取額  97 210

利息の支払額  △587 △545

法人所得税の支払額  △8,624 △17,317

営業活動によるキャッシュ・フロー  38,616 29,217

投資活動によるキャッシュ・フロー    

資本的支出  △13,871 △15,794

差入保証金の純増(△)減  414 488

定期預金の純増(△)減  △981 1,281

その他  15 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー  △14,423 △14,032

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金(3ヵ月以内)の純増減(△)  △1,121 －

短期借入れ(3ヵ月超)による収入  6,755 7,814

短期借入れ(3ヵ月超)の返済による支出  △5,634 △8,372

社債の償還による支出 6 △5,000 △5,000

リース債務の元本返済による支出  △1,399 △2,025

配当金の支払額 8 △9,583 △13,293

その他  △15 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー  △15,997 △20,879

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額  694 660

現金及び現金同等物の純増減額  8,890 △5,034

現金及び現金同等物の期首残高  134,743 154,485

現金及び現金同等物の四半期末残高  143,633 149,451
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【要約四半期連結財務諸表注記】

 

１．報告企業

 

　コナミホールディングス株式会社（以下、当社）は、日本に所在する企業であります。

　当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及び子会社（以下、当社グループ）並びに関連会社に対する持分により構成

されております。

　当社グループは、主としてデジタルエンタテインメント事業、アミューズメント事業、ゲーミング＆システム事業及

びスポーツ事業等の事業を行っております。

　各事業の内容については、「注記４．セグメント情報」に記載しております。

 

２．作成の基礎

 

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

　当社グループは、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件をすべて満た

しているため、同第93条の規定を適用しております。

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、IAS第34号に準拠して作成しており、前連結会計年度に係る連結財務

諸表で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべき

ものであります。

 

(2) 見積り及び判断の利用

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、見積り及び判断を利用しております。経営者による判断並び

に将来に関する仮定及び見積りの不確実性は、要約四半期連結財務諸表の報告日の資産、負債の金額及び偶発資産、

偶発負債の開示、並びに収益及び費用として報告した金額に影響を与えます。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直し

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と

同様であります。

 

３．重要な会計方針

 

　当社グループが当要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下の会計方針の変更を除き、前連

結会計年度に係る連結財務諸表において適用した重要な会計方針と同一であります。

 

IFRS 新設・改訂の概要

IFRS第９号 金融商品 金融資産の分類及び測定、減損及びヘッジ会計に関する改訂

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益に関する会計処理の改訂

 

(1) IFRS第９号「金融商品」

　当社グループは第１四半期連結会計期間よりIFRS第９号「金融商品」を適用しております。この新しい基準は従来

のIAS第39号「金融商品：認識及び測定」を置き換え、金融商品の分類、認識及び測定（減損を含む）に対応したも

のです。分類及び測定の変更に関しては、過年度の連結財務諸表を修正再表示しないことを認める経過措置を適用し

ております。IFRS第９号の適用による当社グループの要約四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

　当社グループがIFRS第９号の内容に基づいて第１四半期連結会計期間より適用した会計方針は以下のとおりであり

ます。

 

① 金融資産

(ⅰ) 当初認識及び測定

　当社グループは、金融資産について契約の当事者となった時点で当初認識し、償却原価で測定する金融資産、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類し

ております。

　当初認識時においては、全ての金融資産を公正価値で測定しておりますが、純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産に分類されない場合は、当該公正価値に金融資産の取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で測

定しております。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の取引費用は、純損益で認識しております。
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(a) 償却原価で測定する金融資産

　以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づいて、資

産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが特定の

日に生じる。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　投資先との取引関係の維持又は強化を主な目的として保有する株式などの資本性金融商品については、当初

認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定し、当該指定を継続的に適用しており

ます。契約上のキャッシュ・フローが元本及び元本残高に対する利息の支払のみで構成され、かつ契約上の

キャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的とする事業モデルに基づいて保有する負債性金融商品について

は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　上記(a)～(b)以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

 

(ⅱ) 事後測定

　金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

(a) 償却原価で測定する金融資産

　償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価により測定しております。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　当該金融資産の公正価値の事後的な変動額はその他の包括利益として認識しております。資本性金融商品を

処分した場合は、その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額をその他の資本の構成要素から

利益剰余金に振り替えております。なお、当該金融資産からの配当金については当期の純損益として認識して

おります。負債性金融商品の認識を中止した場合は、その他の包括利益に認識していた利得または損失の累計

額は純損益に振り替えられます。

(c) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

　当該金融資産の公正価値の事後的な変動額は純損益として認識しております。なお、当該金融資産からの配

当金については当期の純損益として認識しております。

 

(ⅲ) 金融資産の減損

　償却原価で測定する金融資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品の予想信用損

失について、損失評価引当金を計上しております。損失評価引当金は、期末日ごとに測定する金融資産に係る信

用リスクが当初認識時点以降に著しく増大しているかどうかの評価に基づき測定しております。金融資産の信用

リスクが、当初認識以降に著しく増大したと判断した場合、金融資産の予想残存期間の全期間に係る予想信用損

失と等しい金額で損失評価引当金を測定します。金融資産の信用リスクが、当初認識以降に著しく増大していな

いと判断した場合、期末日後12ヵ月以内に生じる予想信用損失と等しい金額で損失評価引当金を測定します。た

だし、営業債権については、常に全期間の予想信用損失と等しい金額で損失評価引当金を測定しております。

　予想信用損失の金額は、当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フローの総額と、当社グループ

が受け取ると見積られる将来キャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定し、損益として認識しておりま

す。その後の期間において損失評価引当金を減額する事象が生じた場合は、損失評価引当金の戻入れを損益とし

て認識しております。

　なお、債務者の財務状況の著しい悪化、債務者による支払不履行又は延滞等の契約違反等、金融資産が信用減

損している客観的な証拠がある場合、損失評価引当金を控除後の帳簿価額の純額に対して、実効金利法を適用し

利息収益を測定しております。金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合

は、当該金額を金融資産の帳簿価額から直接減額しております。

 

(ⅳ) 金融資産の認識の中止

　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効する、又は当社グループが

金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合において、金融資産の認識を中止しており

ます。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合には、継続的関与を有している

範囲において、資産と関連する負債を認識いたします。
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② 金融負債

(ⅰ) 当初認識及び測定

　当社グループは、金融負債について、償却原価で測定する金融負債と純損益を通じて公正価値で測定する金融

負債のいずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、償却原価で測定する金融

負債については、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しております。

 

(ⅱ) 事後測定

　金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。

(a) 償却原価で測定する金融負債

　償却原価で測定する金融負債については、実効金利法による償却原価で測定しております。

　実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用の一部として当期の

純損益として認識しております。

(b) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

　純損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、公正価値で測定し、その変動については当期の純

損益として認識しております。

 

(ⅲ) 金融負債の認識の中止

　当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又は失効と

なった時に、金融負債の認識を中止いたします。

 

③ 金融資産及び金融負債の表示

　金融資産及び金融負債は、当社グループが残高を相殺する法的権利を有し、かつ純額で決済するか又は資産の実

現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表示しています。

 

④ デリバティブ及びヘッジ会計

　デリバティブは、デリバティブ契約が締結された日の公正価値で当初認識され、当初認識後は各連結会計年度末

日の公正価値で再測定されます。

　当社グループは、認識されている金融資産と負債及び将来の取引に関するキャッシュ・フローを確定するため、

先物為替予約を利用しております。また、変動金利借入金の金利変動のリスクを低減するため、金利スワップを締

結しております。

　なお、上記デリバティブについて、ヘッジ会計の適用となるものはありません。

 

(2) IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」

　当社グループは第１四半期連結会計期間よりIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」（2014年５月公表）及び

「IFRS第15号の明確化」（2016年４月公表）（合わせて以下、「IFRS第15号」）を適用しております。IFRS第15号の

適用にあたり、当社グループは経過措置として認められている累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用してお

ります。

 

　顧客との契約について、以下のステップを適用することにより収益を認識しております（IFRS第９号に基づく利

息・配当収益やIFRS第４号に基づく保険料収入等を除く）。

 

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する

 

　また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻しを控除した純額で測定してお

ります。

 

　各事業における収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準は以下のとおりであります。
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① デジタルエンタテインメント事業

　デジタルエンタテインメント事業においては主にモバイルゲームの配信、カードゲームの販売および家庭用ゲー

ムの販売などを行っております。

　製品を顧客に引き渡した時点で履行義務を充足したと判断できるものは一時点で収益を認識しております。

　オンラインに接続してプレーする機能をもったゲームについては、販売後もオンライン上でのプレー機能などの

履行義務が継続して提供されるため見積利用期間にわたり定額で収益を認識しております。

　ゲーム上で販売するアイテムについては、アイテムの性質に応じて顧客のアイテムの利用時点または見積利用期

間にわたり、履行義務の提供が完了したと判断される時点で収益を認識しております。

 

② アミューズメント事業

　アミューズメントマシンの販売については、機器本体を顧客に引き渡した時点で履行義務を充足したと判断し、

一時点で収益を認識しております。

　また、機器本体及び機器が設置された多数の施設をネットワークで結びユーザーのプレー料金を顧客(施設運営

者)とシェアするサービスなどの提供を行っておりますが、これらのサービスはユーザーがプレーした時点で履行

義務が充足されるため、この時点で収益を認識しております。

 

③ ゲーミング＆システム事業

　ゲーミング機器の販売については、機器本体を顧客に引き渡した時点で履行義務を充足したと判断し、一時点で

収益を認識しております。

　また、ユーザーのプレー料金を顧客(施設運営者)とシェアするサービスなどの提供を行っておりますが、これら

のサービスはユーザーがプレーした時点で履行義務が充足されるため、この時点で収益を認識しております。

 

④ スポーツ事業

　スポーツ事業においてはフィットネス・各種スクールの運営およびスポーツ関連商品の販売を行っております。

　フィットネス・各種スクールの収入は主に会員からの会費からなっており、履行義務を提供する期間にわたり収

益を認識しております。

　また、スポーツ関連商品については、顧客に引き渡した時点で履行義務を充足したと判断し、一時点で収益を認

識しております。

 

　なお、当社グループにおいて一時点で認識される収益は主に売上高及び営業収入の「製品売上高」に計上され、一

定期間で認識される収益は主に売上高及び営業収入の「サービス及びその他の収入」に計上されます。

 

　上記の変更の他、IFRS第15号の適用に伴い、他の当事者が顧客への財又はサービスの提供に関与している場合にお

いて、企業は、自らの約束の性質が、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義務（すなわち、企業が本人）

であるのか、それらの財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように手配する履行義務（すなわち、企

業が代理人）であるのかにつき、新たに明文化された適用指針をもとに見直しを行った結果、一部の取引につき、収

益の認識を純額から総額へ変更することといたしました。この結果、従前の会計基準を適用した場合と比較して、当

第３四半期連結累計期間の要約四半期連結損益計算書において、「売上高及び営業収入」及び「売上原価」は、それ

ぞれ4,345百万円増加しております。

　また、当第３四半期連結累計期間において、IFRS第15号により新たに明文化された適用指針をもとに履行義務を充

足する期間に応じて収益の分類を見直した結果、従前「製品売上高」として計上していた収益額のうち一定期間で認

識される収益20,691百万円を、「サービス及びその他の収入」に計上しております。
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４．セグメント情報

 

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営

意思決定者が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている事業セグメント

を基礎として決定しております。

　事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構成単位であ

ります。

　各事業セグメントは、異なる市場において異なる製品を提供する戦略的事業単位であるため、それぞれ個別に管理さ

れております。

　当社グループの活動は、主として以下の４つの事業セグメントにより、世界的に事業を展開しております。

①デジタルエンタテインメント事業 モバイルゲーム、カードゲーム、家庭用ゲーム等のデジタルコンテンツ及び

それに関わる製品の制作、製造及び販売

②アミューズメント事業 アミューズメントマシンの制作、製造及び販売

③ゲーミング＆システム事業 ゲーミング機器及びカジノマネジメントシステムの制作、製造、販売及び

サービス

④スポーツ事業 フィットネス、スイミング・体操・ダンス・サッカー・テニス・ゴルフなど

のスクール運営及びスポーツ関連商品の制作、販売

　セグメント損益は、売上高及び営業収入から売上原価と販売費及び一般管理費を控除したものであり、各セグメント

損益には、全社費用や金融収益及び金融費用、並びに有形固定資産やのれん及び無形資産の減損損失等、各セグメント

に関連する特別な費用は含まれておりません。全社の項目は、特定のセグメントに直接関連しない本社費用等により構

成されております。消去の項目は、主にセグメント間取引高消去等から構成されております。

　セグメント間取引は、独立企業間価格で行っております。

　なお、当四半期連結累計期間において、連結売上高の10％以上を占める重要な単一の顧客はありません。

 

　第２四半期連結会計期間より、従来「健康サービス事業」としていた報告セグメントの名称を、「スポーツ事業」へ

変更しております。当該変更は、名称変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありません。
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(1) 事業セグメント

売上高及び営業収入

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

デジタルエンタテインメント事業：   

外部顧客に対する売上高 89,136 105,274

セグメント間の内部売上高 519 532

計 89,655 105,806

アミューズメント事業：   

外部顧客に対する売上高 19,401 17,731

セグメント間の内部売上高 399 448

計 19,800 18,179

ゲーミング＆システム事業：   

外部顧客に対する売上高 20,658 21,946

セグメント間の内部売上高 － －

計 20,658 21,946

スポーツ事業：   

外部顧客に対する売上高 49,473 47,680

セグメント間の内部売上高 235 232

計 49,708 47,912

消去 △1,153 △1,212

連結計 178,668 192,631
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（単位：百万円）

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

デジタルエンタテインメント事業：   

外部顧客に対する売上高 31,763 38,816

セグメント間の内部売上高 127 174

計 31,890 38,990

アミューズメント事業：   

外部顧客に対する売上高 7,068 6,689

セグメント間の内部売上高 179 148

計 7,247 6,837

ゲーミング＆システム事業：   

外部顧客に対する売上高 8,017 9,148

セグメント間の内部売上高 － －

計 8,017 9,148

スポーツ事業：   

外部顧客に対する売上高 16,464 15,810

セグメント間の内部売上高 227 78

計 16,691 15,888

消去 △533 △400

連結計 63,312 70,463

 

セグメント損益

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

デジタルエンタテインメント事業 29,747 32,286

アミューズメント事業 6,507 5,186

ゲーミング＆システム事業 2,663 3,051

スポーツ事業 3,019 2,543

計 41,936 43,066

全社及び消去 △2,523 △2,777

その他の収益及びその他の費用 △881 △849

金融収益及び金融費用 △458 △290

持分法による投資利益 59 36

税引前四半期利益 38,133 39,186
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（単位：百万円）

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

デジタルエンタテインメント事業 10,495 11,863

アミューズメント事業 1,894 2,111

ゲーミング＆システム事業 1,427 1,464

スポーツ事業 1,205 678

計 15,021 16,116

全社及び消去 △983 △900

その他の収益及びその他の費用 △457 △803

金融収益及び金融費用 △226 △186

持分法による投資利益又は損失(△) △58 11

税引前四半期利益 13,297 14,238

　全社の費用の主な内容は、人件費、広告宣伝費及び賃借料等の当社管理部門に係る費用等であります。

 

(2) 地域別情報

外部顧客に対する売上高及び営業収入

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

日本 138,829 147,760

米国 26,708 29,440

欧州 7,682 10,072

アジア・オセアニア 5,449 5,359

連結計 178,668 192,631

 

（単位：百万円）
 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

日本 47,927 52,149

米国 10,234 11,770

欧州 3,263 4,161

アジア・オセアニア 1,888 2,383

連結計 63,312 70,463

　上記外部顧客に対する売上高及び営業収入については、当社グループが製品の販売もしくはサービスを行っている場

所に基づいてそれぞれの地域を決定しております。
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５．その他の流動負債

 

　その他の流動負債の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

前受収益 7,753 －

契約負債 － 12,170

その他 6,907 5,947

合計 14,660 18,117

　IFRS第15号の適用に伴い、第１四半期連結会計期間より、前受収益を契約負債として表示しております。

 

６．社債

 

　前第３四半期連結累計期間において、無担保社債5,000百万円（利率0.46％、償還期限2017年９月）を償還しており

ます。なお、社債の発行はありません。

　当第３四半期連結累計期間において、無担保社債5,000百万円（利率0.53％、償還期限2018年９月）を償還しており

ます。なお、社債の発行はありません。
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７．資本

 

　その他の資本の構成要素の各項目の増減は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

在外営業活動体の換算差額   

期首残高 2,044 432

期中増減 759 980

利益剰余金への振替 － －

期末残高 2,803 1,412

売却可能金融資産の公正価値の純変動   

期首残高 112 178

会計基準の変更による影響 － △178

期中増減 12 －

利益剰余金への振替 － －

期末残高 124 －

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
  

期首残高 － －

会計基準の変更による影響 － 178

期中増減 － △66

期末残高 － 112

持分法適用会社におけるその他の包括利益

に対する持分
  

期首残高 1 △0

期中増減 △0 △0

利益剰余金への振替 － －

期末残高 1 △0

 

 

８．配当金

 

　前第３四半期連結累計期間において、１株当たり71.00円（総額9,602百万円）の配当を支払っております。

　当第３四半期連結累計期間において、１株当たり98.50円（総額13,320百万円）の配当を支払っております。なお、

１株当たり配当額には、創業50周年記念配当25.00円が含まれております。
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９．売上収益

 

　報告セグメントの外部顧客に対する売上高及び営業収入を、当社グループが製品の販売もしくはサービスを行ってい

る場所に基づき分解した内訳は以下のとおりであります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

（単位：百万円）
 

 日本 米国 欧州
アジア・
オセアニア

計

デジタルエンタテインメント事業 82,611 10,080 10,072 2,511 105,274

アミューズメント事業 17,469 － － 262 17,731

ゲーミング＆システム事業 － 19,360 － 2,586 21,946

スポーツ事業 47,680 － － － 47,680

計 147,760 29,440 10,072 5,359 192,631

 

10．金融商品の公正価値

 

(1) 公正価値の算定方法

　金融資産及び金融負債の公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

 

①償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値

　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務は、短期間で決済されるため公正価

値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　差入保証金及びその他の金融資産の公正価値は、当社グループの見積りによる信用リスクを加味した割引率で、元

利金の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

　社債及び借入金、リース債務、その他の金融負債の公正価値は、当社グループが新たに同一残存期間の借入を同様

の条件で行う場合に適用される利率で、元利金の合計額を割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類

しております。

 

②その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値

　資本性金融商品であるその他の投資のうち、市場性のある株式の公正価値については、期末日の株式市場相場にお

ける同一資産に関する相場価額を基にしており、レベル１に分類しております。非上場株式の公正価値については、

類似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により算定しており、レベル３に分類し

ております。

 

③純損益を通じて測定する金融資産及び金融負債の公正価値

　為替予約の公正価値については、取引先金融機関から提示された期末日の先物為替相場価額に基づいて算定してお

り、レベル２に分類しております。負債性金融商品であるその他の投資については、類似企業の市場価格等の観察可

能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法により算定しており、レベル３に分類しております。

 

(2) 公正価値ヒエラルキー

　公正価値のヒエラルキーは、以下のレベルとなっております。

レベル１・・・ 活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２・・・ レベル１以外の、観察可能なインプットを直接、または間接的に使用して算出された公正価値

レベル３・・・ 観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値
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(3) 金融商品の公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融資産：     

償却原価で測定する金融資産     

差入保証金 21,955 22,145 21,920 22,101

その他の金融資産 1,702 1,721 1,406 1,422

その他の包括利益を通じて測定する金融

資産
    

株式 － － 1,129 1,129

その他の投資 － － 73 73

純損益を通じて測定する金融資産     

その他の投資 － － 20 20

売却可能金融資産     

株式 1,227 1,227 － －

その他の投資 86 86 － －

金融負債：     

償却原価で測定する金融負債     

社債及び借入金 26,647 26,407 21,447 21,265

リース債務 14,894 16,956 12,851 14,703

その他の金融負債 2,087 2,087 2,133 2,133
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(4) 要約四半期連結財政状態計算書において認識された公正価値の測定

　前連結会計年度末及び当第３四半期連結会計期間末における経常的に公正価値で測定されている金融資産は、以下

のとおりであります。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

売却可能金融資産     

株式 650 － 577 1,227

その他 － － 86 86

合計 650 － 663 1,313

 

当第３四半期連結会計期間（2018年12月31日）
 

（単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の包括利益を通じて測定する金融

資産
    

株式 552 － 577 1,129

その他の投資 － － 73 73

純損益を通じて測定する金融資産     

その他の投資 － － 20 20

合計 552 － 670 1,222

 

　レベル３に区分される株式については、当第３四半期連結累計期間において、重要な変動は生じておりません。
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11．１株当たり利益

 

　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四

半期利益は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益 26,034百万円 27,215百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

四半期利益調整額
27百万円 27百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

四半期利益
26,061百万円 27,242百万円

基本的加重平均発行済普通株式数 135,235,259株 135,233,376株

転換社債型新株予約権付社債による調整株式数 2,215,379株 2,233,788株

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

加重平均発行済普通株式数
137,450,638株 137,467,164株

基本的１株当たり四半期利益 192.50円 201.25円

希薄化後１株当たり四半期利益 189.60円 198.17円

 

　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四

半期利益は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　2017年10月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　2018年10月１日
至　2018年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益 8,854百万円 10,019百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

四半期利益調整額
9百万円 9百万円

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

四半期利益
8,863百万円 10,028百万円

基本的加重平均発行済普通株式数 135,234,518株 135,233,257株

転換社債型新株予約権付社債による調整株式数 2,215,379株 2,233,788株

希薄化後１株当たり四半期利益の算定に使用する

加重平均発行済普通株式数
137,449,897株 137,467,045株

基本的１株当たり四半期利益 65.47円 74.09円

希薄化後１株当たり四半期利益 64.48円 72.95円

 

12．後発事象

 

　該当事項はありません。

 

13．要約四半期連結財務諸表の承認

 

　2019年２月８日に、要約四半期連結財務諸表は代表取締役社長　上月　拓也によって承認されております。
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２【その他】

配当に関する事項

2018年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（イ）配当金の総額………………8,182百万円

（ロ）１株当たり配当額…………60円50銭（創業50周年記念配当25円00銭を含む）

（ハ）基準日………………………2018年９月30日

（ニ）効力発生日…………………2018年11月20日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月８日

コナミホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　嶋　康　博　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田　所　　　健　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千代田　義　央　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコナミホール

ディングス株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１

日から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。
 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、コナミホールディングス株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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